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決算ハイライト

収　

益　

力

効
率
性

健
全
性

業務純益ROE※

業務純益ROA※

業　務　純　益
（一般貸引繰入前）

325億円

0.83％

2000/9期

345億円

0.85％

2001/9期

18.81％ 18.95％

20億円増加

Ｏ　　 Ｈ　 　Ｒ

経　　　　　  費 392億円 384億円

54.87％ 53.03％

7億円削減

1.83％向上

（ＴｉｅｒⅠ比率）

自己資本比率 10.22％ 10.18％

6.34％ 7.05％

0.03％低下

※コア業務純益ベース＝業務純益（一般貸引繰入前）－債券損益

（注）全て単体ベース

0.02％向上

0.14％向上

0.70％向上
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（億円）

2000年9月期 2001年9月期 増減額

国 内 国 際 合 計 国 内 国 際 合 計 国 内 国 際 合 計

 業 務 粗 利 益 711.7 5.9 717.7 715.8 14.9 730.7 4.0 9.0 13.0 

 資 金 利 益 643.7 3.0 646.7 648.2 4.5 652.7 4.4 1.5 6.0 

 役務取引等利益 62.9 0.7 63.7 60.7 0.7 61.4 ▲ 2.2 ▲ 0.0 ▲ 2.2 

 特定取引利益 0.0 ▲ 0.9 ▲ 0.8 2.0 0.1 2.1 1.9 1.0 3.0 

 その他業務利益 5.0 3.1 8.1 4.8 9.5 14.3 ▲ 0.1 6.4 6.2 

・資金利益は、貸出金など運用資産の増加や実質的な利鞘の改善により6.0億円増加。

・役務取引等利益は、新業務利益が増加したものの、住宅ローンにかかる団信保険料の負担の増加などにより、

  2.2億円減少。

・特定取引利益は、運用力の強化より、3.0億円増加。

・その他業務利益は、外為売買益、債券関係利益の増加により、6.2億円増加。

決算概況 ① 業務粗利益

業務粗利益は、資金利益、その他業務利益の伸びにより、13億円増加。
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(億円）

2000年9月期 2001年9月期 増減額

 経                     費 392.3 384.9 ▲ 7.4 

 人       件       費 209.1 202.2 ▲ 6.8 

 物       件       費 161.9 162.9 0.9 

 預金保険料・減価償却除き 109.0 105.3 ▲ 3.7 

 税                 金 21.2 19.7 ▲ 1.5 

 業 務 純 益 （一般貸引繰入前） 325.3 345.8 20.5 

 一般貸倒引当金純繰入額 ▲ 80.4 ▲ 15.5 64.8 

 業     務     純     益 405.7 361.4 ▲ 44.3 

・人件費は、機械化・合理化による人員数削減（1年間：157人、3%）や賞与削減により、6.8億円削減。

・物件費は、ＡＴＭ等保守管理費や機械賃借料削減で約2億円減少するも、預金保険料（2.2億円）や減価償却費

（2.4億円）増加で、0.9億円増加。

・業務純益（一般貸引繰入前）は、6.3%増の345.8億円。

・一般貸引純繰入額は、要注意先減少と貸倒引当率低下で、15.5億円の取崩し。前年同期比では64.8億円増加。

・業務純益は、一般貸引取崩し額の減少により44.3億円の減少。

決算概況 ② 経費および業務純益

経費が7.4億円減少し、業務純益（一般貸引前）は20.5億円増加。

一般貸引取崩しが64.8億円減少し、業務純益は44.3億円の減少。
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(億円）

2000年9月期 2001年9月期 収益影響額

 臨　　　時　　　損　　　益 ▲ 279.9 ▲ 284.9 ▲ 5.0 

 不良債権処理額 ▲ 334.4 ▲ 195.8 138.6 

 株式等関係損益 62.7 ▲ 68.6 ▲ 131.4 

 売却損益 101.0 11.0 ▲ 90.0 

 償　　　却 38.2 79.6 ▲ 41.3 

 退職給付費用（臨時費用処理分） ▲ 20.1 ▲ 23.3 ▲ 3.1 

 そ　　の　　他 11.9 2.7 ▲ 9.1 

 経　　　常　　　利　　　益 125.8 76.4 ▲ 49.3 

 中　　間　　純　　利　　益 72.0 43.0 ▲ 28.9 

・不良債権処理額は、138.6億円減少。

・株式等関係損益は、株式等売却益減少と株価下落に伴う株式等償却額増加で、131.4億円減少。

・以上の結果、経常利益で49.3億円、当期利益で28.9億円減少した。

決算概況 ③ 臨時損益および最終利益

株式等関係損益減少を信用ｺｽﾄ改善が補い、臨時損益は5億円減に留まる。

経常利益、当期利益はそれぞれ49.3億円、28.9億円の減少。

ほ
ぼ
相
殺
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業務純益の推移

298
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302 297

325

345

254
266

285

309
322

340
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400

1996/9 1997/9 1998/9 1999/9 2000/9 2001/9

（億円）
業務純益（一般貸引繰入前）

コア業務純益＝業務純益（一般貸引繰入前）－債券損益

コア業務純益は安定的に推移

（半期ベース）
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国内貸出金

38,526 38,189 37,280 36,384

13,927 14,307 14,735 15,047

3,515 3,875 3,692 5,428

55,970 56,86055,70856,373

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

2000/3 2000/9 2001/3 2001/9

（億円）

一般 消費者ローン 公共

国内貸出金末残
国内貸出金の前期比増減額

△511

△337

△909 △895

＋381 ＋428＋360
＋380

＋311

＋1,736

△183
△277

-1,200

-600

0

600

1,200

1,800

2000/3 2000/9 2001/3 2001/9

（億円）
一般

個人ローン

公共

国内貸出金の末残は、一般貸出（大半が事業性資金）が減少したものの、個人及

び公共向け貸出が増加したため、前期末比で1,152億円増加した。

一般貸出は減少

住宅ローンは
引き続き好調

財務省向け貸出の増加
が主因

＋403 △664 ＋1,152

（億円）

00/9 01/3 01/9

末 残 406 283 2,093

平 残 458 288 1,362

平均利回り 0.43% 0.40% 0.14%

（半期ベース）
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住宅ローン

10,504

11,293

12,288

13,261

18.4%

20.0%

23.3%

21.8%

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

1998/9 1999/9 2000/9 2001/9

（億円）

10%

15%

20%

25%

住宅ローン

国内貸出金に占める割合

住宅ローン末残
（億円）

2000/9 2001/3 2001/9

 ローン実行額 1,198 1,146 1,206

新規購 入 618 633 650

借 り換 え 580 513 555

 回       収 671 641 739

 純  増  額 527 505 467

過去3年間にわたりコンスタントに年間約1,000億円を積上げた結果、

住宅ローン残高は1兆3,261億円となった。

■実行は半期1,200億円ペース

■純増は半期500億円ペース

実行・回収内訳
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一般貸出 ①資産良化に向けて

一般貸出の 『ポートフォリオ入れ替え』 により一層の資産健全化を図る。

△897
△839

△1,262

△1,094

＋328

＋560

＋353

＋199

△511

△337

△909 △895

-1500

-1000

-500

0

500

2000/3 2000/9 2001/3 2001/9

（億円）

「財務内容良好先」の増加

「財務内容良好先」 以外の 先の減少

ネット

ポートフォリオの入れ替え

（半期ベース）
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一般貸出 ②新規貸出

249

448 460

699 682

1,056

1,924

1,659
1,538 1,561
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（億円）

0

500

1000

1500

2000
（件）新規先の貸出額

新規先数

新規貸出は先数・金額とも高水準で推移

（半期ベース）
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2.11%

2.18%
2.20% 2.19%

2.24%

2.35%

2.30%

2.49%

2.45%

2.38%

0.18%

0.11%0.11%

0.26%

0.38%

2.0%

2.1%

2.2%

2.3%

2.4%

2.5%

2.6%

1998/9 1999/9 2000/9 2001/9 2001/9
0.0%

0.2%

0.4%

0.6%

0.8%

1.0%

預貸金利差（左軸）

貸出金利回り（左軸）

預金等利回り（右軸）

修正

預貸金利差の推移

運用基準金利の浸透など着実な取組みにより、実質ベースの預貸金利差

は2.24%と前年同期比4bp改善した。

財務省
貸出除き

預貸金利差の推移
（国内業務部門）

●運用基準金利の浸透

●短期プライムレート引上げ
    - 2000年8月 1.625% ⇒ 1.750%

    - 本年3月の都銀短ﾌﾟﾗ下げに追随せず

●預金金利の低下
   - 比較的高利回り定期の期落ち

改善の要因

1.6

1.8

2.0

2.2

当行 Ａ行 Ｂ行 Ｃ行 Ｄ行

(%) 地銀上位行の預貸金利差(01/9期）

※国内業務部門　　　　　　　　　（出典：各行短信より）

+4bp
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有価証券

有価証券末残
（評価損益加減前ベース）

債券の増減

国債・地方債の期落ちに伴い、社債やＡＢＳなどポートフォリオを多様化。

7,026
6,125

3,318
4,054

2,340 2,421

1,999 1,940

5,596

3,237

2,195

2,008

0

5,000

10,000

15,000

2000/9 2001/3 2001/9

（億円）

社債他

国債

外貨建

株式

1,430

80

736

144
81

△901-1,000

-500

0

500

1,000

1,500

2001/3 2001/9

（億円）

国債

社債他

外貨建有価証券

事業債 +262億円
円建外債  +104億円
ABS +30億円

等

短期国債の期落ち

（半期ベース）
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増減要因

※1995年度以降に開始又は大きく伸長した業務を新業務、
   それ以外の業務を従来業務とした。

手数料収入

投信販売やＡＴＭキャッシングなど新業務に伴う手数料を中心に3年間で

6.5億円増加

手数料収入（半期ベース）

●従来業務による要因：   ＋1.2億円

   - 送金手数料 ＋1.8億円

   - 自振手数料 ＋1.4億円

   - 地方債引受手数料 △2.9億円

1998/9 1999/9 2000/9 2001/9

93.3

1.9

96.0

2.7

95.4

4.6

94.5

7.2

80

85

90

95

100

1998/9 1999/9 2000/9 2001/9

新業務
従来業務

95.2

98.7
100.0

101.7
(億円)

●新業務開始による要因：＋5.3億円
   

   - 投信手数料 ＋1.9億円

   - ATMｷｬｯｼﾝｸﾞ手数料 ＋1.8億円

   - 損保代理店手数料 ＋0.8億円＋5.3億円

＋1.2億円

＋6.5億円 



The Chiba Bank, Ltd.
Challenge Bank 2001

16

投資信託（個人）

950

1,128

800
900

1,000
1,100
1,200

2000/9 2001/9

（億円）

個人の預り資産

外貨預金（個人）

206

263

150

200

250

300

2000/9 2001/9

（億円）

個人の預り資産拡大を積極的に推進し、収益基盤を拡大。

1,139

1,005

62

115

1.8

1.9

500

1,000

1,500

2000/9 2001/9

（億円）

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

（億円）株式型

公社債型

手数料

計1,254

計1,068

投信残高（含・法人）

個人の預り資産

公共債（個人）

553

969

400

600

800

1,000

2000/9 2001/9

（億円）

53

40

31

24

0

10

20

30

40

50

60

2000/3 2000/9 2001/3 2001/9

（千件）

2000/4
投信
積立

ｻｰﾋﾞｽ
開始

投信件数（含・法人）

半分程度
が積立型
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■人件費：約15億円削減

23 21 21 19

179 176 161 162

217 213
209 202

53.0%54.8%
57.0%

59.5%

0

100

200

300

400

500

600

1998/9 1999/9 2000/9 2001/9

（億円）

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

55%

60%

65%

OHR

人件費

物件費

税金

＜削減額 35億円の内訳＞

■物件費：約17億円削減

･土地・建物・機械賃借料 7億円

・保守管理費 5億円

・メールカー共同運行等による運輸費 2億円

の削減等

経費削減への取組み

420

384

機械化・合理化に伴う人員削減や物件費の徹底した見直しにより、
半期 384億円まで削減。

経費（半期ﾍﾞｰｽ）

（億円）

1998/9 1999/9 2000/9 2001/9 増減
物件費のうち減価償却費 35 32 27 30 (＋3) 

　　預金保険料 23 24 25 27 (＋2) 

△35

△15

△17
1998/9 1999/9 2000/9 2001/9 2003/3

4,795

4,698

4,546

4,389

4,200

4,000

4,200

4,400

4,600

4,800

5,000

1998/9 1999/9 2000/9 2001/9 2003/3

（人） 職員数の推移（出向者を含む）

※営業人員は削減しない前提

△400人

△190人
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2000/9 2001/3 2001/9
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76

152

94

89

74

84

70

41

0
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200

300

2000/9 2001/3 2001/9

特殊要因

債務者区分悪化(ネット）

担保下落

334

257

195

(106-30)
(133-44)

(147-77)

（億円）

通常
要因
154

不良債権処理額

不良債権処理額の推移

通常
要因
183

通常
要因
182

半期200億円

不良債権処理額は、期初予想（半期200億円）の範囲内。
■通常要因では154億円に減少

●債務者区分悪化 147億円－回収額 77億円＝ 70億円
●大口先向けの与信を圧縮してきており、今後、多額の
    信用コストが発生する懸念はない。
●県内の小口分散化された貸出からの信用コストは、
    統計的に予測可能

予想の範囲内に

（億円）

2000/9 2001/3 2001/9

破綻懸念先以下のⅡ分類額 1,272 1,198 1,098
（担保評価に相当）

債務者区分悪化（ネット）：70億円

担保下落：84億円

●厳格な引当基準に基づく破綻懸念先引当率（※）の引上げ
    2001月3月期：68.3％ ⇒ 2001年9月期：77.5％

※破綻懸念先に対する引当金は実績率に基づく引当と個別貸出先毎の
引当から成る。

●担保価格下落の影響は低下傾向

（半期ベース）
特殊要因：41億円
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(億円）
(実績） （予想） （実績）

2001年3月期 2002年3月期 中間期

 業 務 粗 利 益 1,486 1,460 730

 （うち資金利益） 1,317 1,300 652

 経              費 780 780 384

 業務純益（一般貸引繰入前） 705 680 345

 コ ア 業 務 純 益 678 680 340

 業   務   純   益 794 680 361

 不良債権処理額 591 400 195

 経   常   利   益 232 140 76

 当  期  純  利  益 131 75 43

2002年3月期の業績予想
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自
己
査
定

債権区分・残高

4,384

破綻先

571

実質
破綻先
1,254

破綻
懸念先
1,342

うち
要管理先

1,687

（億円）

正常債権　

54,593　

危険
債権
1,342

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

1,826

             債務者区分
              および残高

 分 類

要管理
債権
1,214

要注意先 9,940

その他の
要注意先

8,252

448

正常先

45,867

1,210 157

466 856 618 45,867非分類

90.3％100.0％ 59.8%

引当額　1,816

保全率　85.9%

金
融
再
生
法
開
示
債
権

765 569616
担保・保証による

保全額　1,950

352

不良債権の現状

合計

58,977

合計

58,977

105 398

3,930

592Ⅱ分類

52,091

1,335

-
 

- 131

-

-

Ⅳ分類

4,321

Ⅲ分類

6,754

     0

  131

■ 自己査定結果と金融再生法開示債権
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(億円）

99/3末 99/9末 00/3末 00/9末 01/3末 01/9末

金融再生法開示債権 2,953 3,185 3,472 4,641 4,526 4,384

破産更生債権等 1,279 1,472 1,463 1,752 1,836 1,826

危険債権 1,398 1,408 1,726 1,633 1,483 1,342

要管理債権 276 303 282 1,256 1,207 1,214

正　　常　　債　　権 56,538 55,355 54,559 54,022 53,465 54,593

合　　　　　　　　　計 59,492 58,540 58,031 58,664 57,992 58,977

開示債権比率（部分直接償却前） 4.96% 5.44% 5.98% 7.91% 7.80% 7.43%

開示債権比率（部分直接償却後） 4.12% 4.38% 4.89% 6.39% 6.10% 5.66%

※1

※2

※1 増加額974億円の内、対象先拡大要因が942億円
※2 部分直接償却は実施していないが、実施した場合の比率

金融再生法開示債権ベースの不良債権は、2000年9月末をピークとして

減少傾向に入っている。

不良債権のトレンド ①金融再生法開示債権

金融再生法開示債権の推移（単体）
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3,189

3,385

3,319

3,169

3,000

3,100

3,200

3,300

3,400

3,500

2000/3 2000/9 2001/3 2001/9

（億円）

不良債権のトレンド ②破綻懸念先以下

破綻懸念先以下は、新規発生の減少と回収の増加により、2000年9月末を

ピークに減少傾向。

※回収等＝回収のほか、償却、債権売却、債務者区分良化を含む。

破綻懸念先以下の新規発生と回収破綻懸念先以下の残高

284409544606 434474349298

0

200

400

600

2000/3 2000/9 2001/3 2001/9

（億円） （半期ベース）

2000/3 2000/9 2001/3 2001/9

新 規 発 生 606 544 409 284

回 収 等 298 349 474 434

増 減 額 308 195 ▲ 65 ▲ 150

新規発生

回収等
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不良債権のトレンド ③要注意先

12,777

11,859

10,712

9,940
16.8%

18.4%

20.2%

22.0%

7,000

10,000

13,000

2000/3 2000/9 2001/3 2001/9

（億円）

12%

14%

16%

18%

20%

22%

要注意先

要注意先の比率

要注意先残高は不動産業・建設業などを中心に着実に減少。
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破綻懸念先
1,342億円

大口の要注意先

債務者区分別残高
（2001年9月末）

58,977億円

破綻・実質破綻先
1,826億円

要注意先
9,940億円

要注意先
（9,940億円）

うち要管理先
（1,687億円）

『同行（千葉銀行）の

大企業向け貸出しは

限定されている・・・』

ムーディーズ社のコメント
（2001年9月27日付）

新たな大口の破綻懸念先以下の発生は限定的。

10億円未満 66.2%

10億円以上 8.6%

20億円以上 14.4%

50億円以上 10.8%

50億円以上 6.9%

20億円以上 8.5%

10億円以上 9.5%

10億円未満 75.1%正常先
45,867億円
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■建  設 業 ： 01年9月末までの1年間で13.6%減少。（特に、大企業向けは22.5%減少。）

■不動産業 ： 全体の約3分の2は、主として富裕層向けの貸アパート・マンション建設資金

や地方公社向け貸出金。

■第三ｾｸﾀｰ： 貸出総額27先/112億円。リゾート・テーマパーク等なく、インフラ関連主流。

※県内第三セクターは約160社程度

＜業種別貸出残高（国内店分）＞ （単位：億円）

2000/9 2001/9 構成比

製造業 5,194 5,044 8.9%

農業・林業・漁業・鉱業 286 257 0.5%

建設業 4,337 3,745 6.6%

電気・ガス・熱供給・水道業 60 103 0.2%

運輸・通信業 1,260 1,248 2.2%

卸売・小売業、飲食店 7,849 7,391 13.0%

金融・保険業 2,108 1,785 3.1%

不動産業 11,563 11,459 20.2%

サービス業 5,533 5,243 9.2%

国・地方公共団体 1,727 3,380 5.9%

その他 16,453 17,201 30.3%

合 計 56,373 56,860 100.0%

業種別貸出残高

＜建設業向け＞ （単位：億円）

2000/9 2001/9 増減率

大企業 815 632 ▲22.5%

中堅企業 13 24 84.6%

中小企業 3,508 3,088 ▲12.0%

合 計 4,337 3,745 ▲13.6%

＜不動産業向け＞

   業  種 (小分類） 2000/9 2001/9 構成比

貸ｱﾊﾟｰﾄ・ﾏﾝｼｮﾝ 5,213 5,361 46.8%

地方公社 2,118 2,009 17.5%

貸事務所・貸店舗 2,000 1,977 17.3%

住宅建売・分譲 934 850 7.4%

不動産売買・賃貸・管理他 1,296 1,260 11.0%

合計 11,563 11,459 100.0%
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課題 当行の対応

既存不良債権の処理 ■緊急経済対策を受け、破綻懸念先以下の残高の削減を促進。

   - 担保処分（任意売却・競売）、担保外資産からの回収、

債権流動化（バルクセール）

   - 債務者区分良化（健全化支援による正常・要注意先等へ格上げ）

■健全化支援による要注意先等の債務者区分悪化の防止

■保全強化による将来の損失回避

■スコアリングモデルの活用など与信審査の高度化

■適正な担保評価

■厳格な自己査定と貸倒実績率に基づく、適切な引当水準の維持

不良債権問題への取組み

新規不良債権の発生
の防止

十分な引当金の確保
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■個別債権毎に対処方針を策定し、正常化が見込める債権を峻別

■安易なバルクセールは行わず、担保処分促進により回収を極大化

■担保処分後の無担保債権は流動化

既存不良債権の処理 ①基本方針

●破綻先・実質破綻先については、2年間で集中的に処理

●破綻懸念先については、地域経済に与える影響等を考慮して個別に対応

年間200億円近くの 『担保下落に伴う信用コスト』 を削減
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回収額

回収件数

担保処分による回収は件数・金額ともに着実に推移。
また、2001年上期は競売申立件数が6割増と更に積極化。
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既存不良債権の処理 ②担保処分状況

競売による回収と競売申立件数
（半期ベース）

任意売却による回収
（半期ベース）
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既存不良債権の処理 ③担保処分のｽﾋﾟｰﾄﾞｱｯﾌﾟ

●任意売却・競売の並進
     ・競売申立による任意売却促進効果

●競売による回収期間の短縮化
     ・債務者との競売申立交渉期間の短縮化

     ・裁判所の競売手続の迅速化

     ・初回競売での落札率の大幅上昇
- 市場実勢に応じた最低売却価格を裁判所が設定。この結果、初回競売の落札率が大幅に上昇。

                                                                       2000/9期 57.1%→ 2001/9期 72.8%（当行実績ﾍﾞｰｽ）

- なお、落札されなかった場合、次回入札まで半年程度を要す。

        回収期間競売期間           競売申立交渉期間回収交渉

経営破綻 担保処分方針 競売申立 入札/競落 配当/回収

競売手続の流れ競売手続の流れ

任意売却へ

最低売却価格決定
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健全化支援への取組み

■審査二部の設置

■健全化支援例

設 置 日： 2001年10月1日

※審査部内の健全化支援班を発展的に解消

目　 　的： 取引先の経営改善の支援強化

対 象 先： 要注意先等（約1,000先／約3,000億円）

人　 　員： 16名（営業店指導、企業との直接コンタクト）

※外部コンサルタント・税理士等との緊密な連携

･本業は堅調だが投資損失で

繰損。債務超過発生

･貸出金の条件変更あり

･要管理先

･債務超過解消

･条件変更貸出金の回収

･正常先（見込み）

改善前 改善後

　　対策

･社長の手元余裕資金
で増減資提案

･増減資手続きに詳しい
税理士を紹介
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不良債権処理の実績とトレンド（イメージ）

予想 ｲﾒｰｼﾞ ｲﾒｰｼﾞ

トレンド

（年度ベース）

不良債権処理額の推移

※不良債権処理額には一般貸引を含まない。
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県内の基準地価格
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県内の地価下落率（住宅地）

東京都隣接地域を中心に地価下落幅は小さい。

茨城県

東京都

基準地価格（基準日：
平成13年7月1日）を
基に当行作成

■ ～▲4.9％

■▲5.0％ ～▲9.9％

■▲10.0％ ～▲14.9％

■▲15.0％ ～▲19.9％

■▲20.0％ ～

平成13年基準地価格の地域別変動率一覧

地 域 住 宅 地 商 業 地 全 用 途 地 域 住 宅 地 商 業 地 全 用 途
浦安市 ▲1.1% ▲7.0% ▲2.2% 八街市 ▲12.8% ▲15.0% ▲13.1%
市川市 ▲3.7% ▲7.1% ▲4.5% 四街道市 ▲13.0% ▲17.0% ▲13.2%
大多喜町 ▲5.8% ▲9.8% ▲6.6% 下総町 ▲13.0% - ▲13.0%
習志野市 ▲6.3% ▲11.4% ▲6.9% 館山市 ▲13.0% ▲20.6% ▲14.1%
東庄町 ▲6.6% ▲9.8% ▲7.9% 関宿町 ▲13.1% - ▲13.6%
船橋市 ▲6.8% ▲11.9% ▲8.0% 干潟町 ▲13.1% - ▲13.1%
松戸市 ▲7.1% ▲14.4% ▲8.3% 長生村 ▲13.1% - ▲13.1%
流山市 ▲7.2% ▲11.9% ▲7.6% 富浦町 ▲13.1% - ▲13.1%
銚子市 ▲7.3% ▲12.5% ▲8.7% 鋸南町 ▲13.1% ▲16.7% ▲13.8%

八千代市 ▲7.5% ▲13.2% ▲8.2% 海上町 ▲13.2% - ▲13.2%
千葉市 ▲7.7% ▲12.9% ▲8.9% 袖ヶ浦市 ▲13.3% ▲20.0% ▲13.7%
鎌ヶ谷市 ▲7.8% ▲8.9% ▲8.3% 印西市 ▲13.3% ▲19.8% ▲13.7%
佐原市 ▲7.9% ▲16.2% ▲10.4% 富津市 ▲13.4% ▲15.5% ▲13.3%
成田市 ▲8.6% ▲13.8% ▲9.9% 君津市 ▲13.5% ▲17.9% ▲14.1%
野田市 ▲8.8% ▲10.2% ▲9.0% 蓮沼村 ▲13.5% ▲18.0% ▲14.6%
酒々井町 ▲9.1% - ▲9.2% 東金市 ▲13.6% ▲21.9% ▲16.1%
三芳村 ▲9.2% - ▲9.2% 長南町 ▲13.6% ▲18.2% ▲14.5%
柏市 ▲9.5% ▲10.5% ▲9.5% 長柄町 ▲13.7% - ▲13.7%
夷隅町 ▲9.6% - ▲9.6% 鴨川市 ▲13.7% ▲16.0% ▲14.3%

和田町 ▲9.7% - ▲9.7% 光町 ▲13.8% - ▲13.8%
我孫子市 ▲9.8% ▲16.9% ▲11.4% 白浜町 ▲13.9% - ▲13.9%
佐倉市 ▲10.0% ▲15.9% ▲11.5% 野栄町 ▲14.0% - ▲14.0%
大原町 ▲10.0% ▲16.2% ▲10.9% 山武町 ▲14.2% ▲14.9% ▲14.3%
天津小湊町 ▲10.1% ▲16.1% ▲11.3% 白子町 ▲14.2% ▲16.2% ▲14.6%
丸山町 ▲10.2% - ▲10.2% 大栄町 ▲14.6% - ▲14.6%
栄町 ▲10.3% ▲12.1% ▲11.5% 一宮町 ▲14.7% ▲17.1% ▲15.1%
八日市場市 ▲10.3% ▲10.8% ▲10.4% 松尾町 ▲14.8% ▲12.9% ▲14.4%
富里町 ▲10.9% ▲23.8% ▲14.8% 茂原市 ▲14.8% ▲18.0% ▲15.8%
小見川町 ▲11.2% ▲15.5% ▲11.5% 木更津市 ▲14.9% ▲20.5% ▲15.9%
千倉町 ▲11.2% ▲16.1% ▲12.2% 横芝町 ▲15.1% ▲18.1% ▲15.7%

神崎町 ▲11.3% ▲12.5% ▲11.5% 芝山町 ▲15.8% - ▲15.6%
岬町 ▲11.4% ▲15.2% ▲12.2% 印旛村 ▲16.2% - ▲12.4%
市原市 ▲11.8% ▲17.9% ▲12.9% 大網白里町 ▲16.4% ▲15.8% ▲16.3%
御宿町 ▲12.0% ▲15.8% ▲12.7% 山田町 ▲17.1% ▲19.6% ▲17.6%
勝浦市 ▲12.1% ▲16.7% ▲13.2% 飯岡町 ▲17.1% ▲15.7% ▲16.8%
白井町 ▲12.2% - ▲13.0% 成東町 ▲17.2% ▲13.9% ▲15.1%
沼南町 ▲12.3% - ▲12.2% 栗源町 ▲17.6% - ▲17.6%
多古町 ▲12.5% ▲12.0% ▲12.4% 睦沢町 ▲17.8% - ▲17.8%
旭市 ▲12.5% ▲13.1% ▲11.9% 九十九里町 ▲20.8% ▲22.7% ▲21.3%
富山町 ▲12.5% ▲19.8% ▲14.0% 本埜村 - - ▲11.7%

県内平均 ▲10.3% ▲14.6% ▲11.1%
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幕張新都心

多くの企業が進出し、ハイテク都市として目
覚しい発展を遂げています。
また、住宅の建設、新しい商業施設として昨
年10月に「ガーデンウォーク幕張」、12月に
「カルフール」「コストコ」がオープンするな
ど、職住近接の21世紀型の街づくりが進ん
でいます。

成田空港

成田空港は、年間旅客数約2,600万
人、国際航空貨物取扱量約183万トン
（1999年度）と、世界トップクラスの国際
空港で、日本の産業・経済・文化交流に
貴重な役割を果たしています。

かずさアカデミアパーク

木更津市、君津市の丘陵地帯約278ヘクタ
ール（1期）に広がる「かずさアカデミアパー
ク」は、国際的水準の研究施設「かずさＤＮ
Ａ研究所」、研究交流・文化活動の場である
「かずさアーク（アカデミアセンター）」を中心
に、最先端の研究開発都市として整備が進
んでいます。

圏
央
道（
計
画
）
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幕張、成田、かずさ（新産業三角構想）を核にバランスのとれた経済発展を遂げている。ま
た、創造法認定企業をはじめ400社以上のベンチャー企業が、ITやバイオ等の多種多様な
分野で活躍している。

県内人口は、2005年に622万程度に達する見込み。経済は、2005年まで年率2.3%程度の成長が可能。

県内人口・総生産は着実に増加（兆円） （万人）
新産業三角構想を核に着実な発展

県内総生産

県内人口

(見通し) (見通し)

出所：2001年3月千葉県「新世紀ちば5ヵ年計画」

（千葉県「新世紀ちば5ヵ年計画」より）

自然増（第二次ﾍﾞﾋﾞｰﾌﾞｰﾏｰ世代が
出産適齢期）と社会増（企業の業務
機能の集積）により増加

日本経済が自律的回復すれば、各
種経済対策の効果や全県的プロジ
ェクトの成果により、2005年まで2.3%
程度の成長は可能。

県内の経済概況

東葛テクノプラザ

次代を担うベンチャー企業を育成する
施設「東葛テクノプラザ」が98年11月柏
市に完成。近隣の大学と連携し産官学
の研究開発交流を行い、研究開発型企
業を育てています。
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全国3位

全国2位

全国1位

千葉県

神奈川
848万人

大阪
880万人

東京
1,205万人

（全国第6位）
592万人

人口

福島
4,127km2

新潟
4,563km2

北海道
26,753km2

（全国第6位）
3,450km2

可住地面積

愛知
59兆円

大阪
79兆円

東京
173兆円

（全国第7位）
33兆円

預貯金残高

大阪
88千戸

神奈川
98千戸

東京
153千戸

（全国第6位）
60千戸

新設住宅
着工戸数

神奈川
28兆円

大阪
29兆円

東京
51兆円

（全国第6位）
19兆円

県民所得

※出所：「平成12年 国勢調査」（人口）
          「2000民力」（可住地面積、預貯金残高、県民所得）
    「建築着工統計調査（11年度）」（新設住宅着工戸数）

千葉県の高いポテンシャル
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※出所：国勢調査

都道府県名 人口増加（万人）

1位 東 京 28.5

2位 神 奈 川 24.4

3位 埼 玉 17.8

4位 愛 知 17.4

5位 兵 庫 14.8

6位 千 葉 12.8

7位 福 岡 8.2

8位 滋 賀 5.5

9位 沖 縄 4.4

10位 宮 城 3.6

全国合計 134.9

人口増加の多い都道府県
（1996年～2000年）

千葉県の人口・世帯数の推移

473
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人口 世帯数

千葉県の発展性
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千葉県内の新設住宅着工戸数

（戸）

総数 うち持家＋分譲戸建

月平均 月平均

1997年 66,649 5,554 32,022 2,669

1998年 61,187 5,099 29,264 2,439

1999年 58,257 4,855 30,971 2,581

2000年 59,652 4,971 31,907 2,659

2001年1～9月 46,327 5,147 21,443 2,383
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経営指標

（億円、％）

1999/3 1999/9 2000/3 2000/9 2001/3 2001/9
(年度） （半期） （年度） （半期） （年度） （半期）

業務純益（一般貸引繰入前） 597 297 627 325 705 345

業務純益ROA 0.74% 0.81% 0.86% 0.83% 0.86% 0.85%

業務純益ROE 19.22% 19.65% 20.41% 18.81% 18.56% 18.95%

OHR 58.79% 57.01% 55.62% 54.87% 53.48% 53.03%

自己資本比率 9.08% 9.48% 9.53% 10.22% 10.45% 10.18%

TierⅠ比率 5.78% 6.10% 6.24% 6.34% 6.99% 7.05%

※1

※1

※2

※2

※1 コア業務純益ベース
※2 単体ベース
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自己資本

自己資本比率(単体）

6.34%
7.05%

3.87% 3.13%

10.18%10.22%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

2000/9 2001/9

TierⅡ比率

TierⅠ比率

（1,883億円）
（1,522億円）

（3,082億円） （3,424億円）

（4,964億円） （4,943億円）

※カッコ内は自己資本額

2001年3月末までに
転換社債の転換282億円

自己資本比率は、10%超を確保し、引き続き健全な財務体質を維持。
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株主名

東京三菱銀行

三和銀行

日本生命保険

日本興亜損害保険

第一生命保険

三菱信託銀行（信託口）

東洋信託銀行（信託勘定A口）

1

1

3

4

5

6

7

8 住友生命保険

10

株数（千株）

38,893

38,893

31,926

28,905

25,678

21,294

21,275

27,960

個        人

株数（千株）

金融機関

証券会社

事業法人

外  国  人

そ  の  他

121,456

2001/9末

472,005

12,082

165,360

67,340

31

大株主 2001/9末

△3,269

2001/3末比

+27,729

△511

△2,019

△21,813

△10

838,274合　　   計 +107

日本トラスティ・サービス
信託銀行（信託口）

比率
(%)

14.4

56.3

1.4

19.7

8.0

100.0

0.0

株主構成

30,670

9

明治生命保険 19,079
※単位株以上所有株主の単位株式数ベース

うち信託口・年金口 20.2 +29,878169,333
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圧倒的な県内ネットワーク

銀 行 名 店 舗 数

千 葉 銀 行 151

京 葉 銀 行 116

千 葉 興 業 銀 行 70

三 井 住 友 銀 行 31

東 京 三 菱 銀 行 21

第 一 勧 業 銀 行 21

千葉県内の店舗数
（2001年9月末）

○は中央証券の支店が
近接している店舗
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1998/9 2001/9

21,042

45,481

61,606

24,875

51,553

67,880

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

1998/9 2001/9

年金・給振指定者預金
個人預金
国内預金

（億円）

1998/9 2001/9

216

676

958

257

739

999

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

1998/9 2001/9

年金口座
給振口座
５大公共料金口座

（千口座）

年金・給振・公共料金口座

基盤商品・国内預金推移

メイン口座の着実な増加により、年金・給振指定者預金を中心に個人預金が増加。

国内預金残高
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千葉県内のシェア

※千葉県内で営業している銀行の中でのシェア　出所：金融ジャーナル

預   金

貸出金

都市銀行
32.3%

千葉銀行
36.6%

地銀（当
行以外）

10.5%

第二地銀
14.0%

長信銀
6.5%

長信銀
3.4%

第二地銀
15.3%

地銀（当
行以外）

13.0%

千葉銀行
36.6%

都市銀行
31.7%

長信銀
1.9%

第二地銀
14.1%

地銀（当
行以外）

15.0%
千葉銀行

39.1%
都市銀行

29.9%

1991/3末 13.9兆円 1998/3末 16.1兆円 2001/3末 17.9兆円

長信銀
1.6%

第二地銀
17.2%

地銀（当
行以外）

12.8%

千葉銀行
41.5%

都市銀行
26.8%都市銀行

26.8%
千葉銀行

40.1%

地銀（当
行以外）

13.7%

第二地銀
17.2%

長信銀
2.2%

1991/3末 9.9兆円 1998/3末 12.1兆円 2001/3末 11.6兆円

長信銀
1.5%

第二地銀
17.8%

地銀（当
行以外）

14.5%
千葉銀行

36.8%都市銀行
29.3%
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＜本件に係る照会先＞

株式会社 千葉銀行 経営企画部 ＩＲ担当

Tel：043-248-7100
Fax：043-242-9121

e-mail：ir@chibabank.co.jp

本資料には、将来の業績に係る記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績
を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営
環境の変化等により異なる可能性があることにご留意ください。


